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回次
第70期

中間連結会計期間
第71期

中間連結会計期間
第70期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上高 （百万円） 34,837 38,167 74,602

経常利益 （百万円） 2,343 2,630 6,202

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 1,870 1,782 4,831

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 3,594 1,361 8,104

純資産額 （百万円） 63,547 64,014 66,893

総資産額 （百万円） 83,634 87,414 88,628

１株当たり中間（当期）

純利益金額
（円） 56.04 54.46 145.48

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 76.0 73.2 75.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 3,829 2,353 6,482

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △384 △6,869 △1,305

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,385 135 △5,602

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 19,368 15,557 20,088

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２【事業の内容】

当中間連結会計期間中に、新設した子会社理想テクノロジーズ株式会社がインクジェットヘッド事業を開始しまし

た。

これに伴い、理想テクノロジーズ株式会社を連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1)財政状態及び経営成績の状況

当社グループは、2025年３月期を最終年度とした第八次中期経営計画（RISO Vision 25）を策定し、『インクジ

ェット事業を拡大するとともに顧客志向に基づく販売企画体制を構築する』を中期的な経営目標に掲げて運営して

おります。

当中間連結会計期間においては、2024年７月１日から東芝テック株式会社より承継したインクジェットヘッド事

業を当社グループに加え運営しております。

また、当第２四半期から報告セグメント「印刷機器関連事業」を新設しました。「印刷機器関連事業」には、こ

れまでの「印刷機器事業」と７月から運営を開始した「インクジェットヘッド事業」を含みます。

当中間連結会計期間の業績は、前年同期と比べ売上高は増収、営業利益は増益となりました。為替が前年同期に

比べ円安に推移したことと、印刷機器関連事業の販売が堅調に推移したことによるものです。親会社株主に帰属す

る中間純利益は減益となりました。

売上高は381億6千7百万円（前年同中間期比9.6％増）、営業利益は28億4百万円（同52.3％増）、経常利益は為替

差損を計上したことなどから26億3千万円（同12.3％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は17億8千2百万円（同

4.7％減）となりました。

なお、当中間連結会計期間の期中平均為替レートは、１米ドル152.63円（前年同中間期比11.63円の円安）、１ユ

ーロ165.95円（同12.56円の円安）となりました。

セグメントごとの業績は次のとおりです。

・印刷機器関連事業

当社グループは、印刷機器関連事業として、「印刷機器事業」と「インクジェットヘッド事業」を行っておりま

す。このうち「印刷機器事業」では、高速インクジェットプリンター「オルフィス」を主としたインクジェット事

業とデジタル印刷機「リソグラフ」を主とした孔版事業を行っております。

印刷機器関連事業は、当中間連結会計期間において、売上高は373億1百万円（前年同中間期比9.8％増）、セグメ

ント利益は26億6千5百万円（同73.1％増）と前年同期と比べ増収増益となりました。日本では、前年同期は消耗品

の価格改定に伴う前倒し需要の反動により販売が減少しましたが、当中間連結会計期間においてはその影響がない

ため売上が前年同期を上回りました。なお、2024年６月からの本体製品の価格改定に伴う前倒し需要が当第１四半

期にありましたが当第２四半期にその影響は解消しました。海外では、販売が堅調に推移したことに加え為替の円

安影響もあり、売上が前年同期を上回りました。前年同期の日本での前倒し需要の反動減や為替の影響を除くと、

当中間連結会計期間は概ね前年同期並みの結果となりました。

日本の売上高は177億円（同10.0％増）、海外の売上高は196億1百万円（同9.6％増）となりました。

・不動産事業

当社グループは、不動産事業として、ビルの賃貸等を行っております。

不動産事業の売上高は、5億2千1百万円（前年同中間期比4.1％減）、セグメント利益は3億3千2百万円（同13.7％

減）となりました。

・その他

当社グループは、上記の報告セグメントの他、プリントクリエイト事業、デジタルコミュニケーション事業及び

アプリケーションソフトウェア事業等を行っております。

その他の売上高は、3億4千5百万円（前年同中間期比6.7％増）、セグメント損失は1億9千3百万円（前年同期は8

千4百万円のセグメント損失）となりました。
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　当中間連結会計期間末の財政状態は、前連結会計年度末に比べ以下のとおりとなりました。

　総資産は12億1千3百万円減少し874億1千4百万円となりました。また、純資産は28億7千8百万円減少し640億1千4

百万円となりました。

　主な増減内容は、資産の部では、のれん25億7千9百万円が増加し、現金及び預金52億8千6百万円が減少しまし

た。負債の部では、短期借入金14億2百万円、長期借入金28億1千1百万円がそれぞれ増加し、支払手形及び買掛金

26億1千万円が減少しました。純資産の部では、利益剰余金15億2百万円が減少し、自己株式9億5千5百万円が増加

しました。

　この結果、自己資本比率は2.2ポイント減少し73.2％となりました。

(2)キャッシュ・フローの状況

営業活動の結果獲得した資金は23億5千3百万円(前年同中間期比38.5％減)となりました。これは主に、税金等

調整前中間純利益26億3千万円、減価償却費14億8百万円、売上債権の減少額32億5千1百万円、法人税等の支払額7

億8千2百万円によるものです。

投資活動の結果支出した資金は68億6千9百万円(前年同中間期は3億8千4百万円の支出)となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出10億9千7百万円、無形固定資産の取得による支出6億1千3百万円、吸収分割に

よる支出64億3千6百万円によるものです。

財務活動の結果獲得した資金は1億3千5百万円(前年同中間期は43億8千5百万円の支出)となりました。これは主

に、短期借入金の純増額14億3百万円、長期借入れによる収入30億円、自己株式の取得による支出9億5千4百万

円、配当金の支払額32億8千3百万円によるものです。

(3)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

(4)研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は25億8千6百万円です。研究開発活動は主に

印刷機器関連事業によるものです。

(5)従業員数

　①連結会社の状況

当中間連結会計期間において、当社グループの従業員数は前事業年度末に比べて156名増加し、2,958名となっ

ております。これは主に、2024年７月１日からインクジェットヘッド事業の運営を開始したことによるもので

す。

なお、従業員数は当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員数であります。

　②提出会社の状況

当中間連結会計期間において、当社の従業員数の著しい増減はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 135,680,000

計 135,680,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 36,000,000 36,000,000
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数 100株

計 36,000,000 36,000,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 36,000,000 － 14,114 － 14,779

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

有限会社理想社 東京都世田谷区若林3丁目29－8 4,941 15.17

公益財団法人理想教育財団 東京都港区新橋2丁目20－15 2,661 8.17

あかつき興産株式会社 東京都目黒区碑文谷3丁目15－16 1,959 6.01

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区赤坂1丁目8－1 1,893 5.81

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託きら

ぼし銀行口再信託受託者株式会社日本カス

トディ銀行

東京都中央区晴海1丁目8－12 1,567 4.81

羽山　治 東京都目黒区 1,194 3.66

羽山　尚 東京都世田谷区 1,146 3.52

羽山　明 東京都目黒区 1,017 3.12

理想科学工業従業員持株会 東京都港区芝5丁目34－7 907 2.78

伊藤　眞理子 東京都世田谷区 889 2.73

計 － 18,177 55.82

（５）【大株主の状況】

　（注）　みずほ信託銀行株式会社退職給付信託きらぼし銀行口再信託受託者株式会社日本カストディ銀行の持株数           

1,567千株は、株式会社きらぼし銀行が保有する当社株式を退職給付信託に拠出したものであります。
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2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,439,000 － 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,552,300 325,523 同上

単元未満株式 普通株式 8,700 － －

発行済株式総数 36,000,000 － －

総株主の議決権 － 325,523 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,800株（議決権の数28個）含まれ

ております。

2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

理想科学工業株式会社 東京都港区芝5丁目34－7 3,439,000 － 3,439,000 9.55

計 － 3,439,000 － 3,439,000 9.55

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,812 15,525

受取手形及び売掛金 ※ 13,999 10,573

有価証券 676 161

商品及び製品 7,848 7,978

仕掛品 828 817

原材料及び貯蔵品 2,485 2,520

その他 2,840 3,226

貸倒引当金 △208 △187

流動資産合計 49,283 40,615

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 23,280 23,818

減価償却累計額 △16,271 △16,581

建物及び構築物（純額） 7,008 7,236

機械装置及び運搬具 7,042 7,206

減価償却累計額 △6,395 △6,428

機械装置及び運搬具（純額） 647 778

工具、器具及び備品 13,419 13,026

減価償却累計額 △12,889 △12,266

工具、器具及び備品（純額） 529 760

土地 17,725 17,742

リース資産 295 330

減価償却累計額 △147 △116

リース資産（純額） 147 213

建設仮勘定 6 751

その他 9,512 9,627

減価償却累計額 △7,577 △7,478

その他（純額） 1,935 2,149

有形固定資産合計 28,000 29,632

無形固定資産

のれん － 2,579

ソフトウエア 1,125 1,297

その他 107 2,008

無形固定資産合計 1,232 5,884

投資その他の資産

投資有価証券 3,520 3,467

長期貸付金 11 11

繰延税金資産 1,015 2,297

退職給付に係る資産 2,039 2,037

その他 3,534 3,482

貸倒引当金 △9 △13

投資その他の資産合計 10,112 11,281

固定資産合計 39,345 46,799

資産合計 88,628 87,414

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※ 9,254 6,643

短期借入金 15 1,418

１年内返済予定の長期借入金 1 188

未払法人税等 834 917

賞与引当金 1,766 1,808

役員賞与引当金 49 43

製品保証引当金 17 23

その他 ※ 8,029 7,409

流動負債合計 19,966 18,452

固定負債

長期借入金 8 2,820

繰延税金負債 34 33

退職給付に係る負債 729 769

その他 995 1,323

固定負債合計 1,769 4,947

負債合計 21,735 23,400

純資産の部

株主資本

資本金 14,114 14,114

資本剰余金 14,779 14,779

利益剰余金 37,410 35,908

自己株式 △5,815 △6,771

株主資本合計 60,489 58,031

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,709 1,671

為替換算調整勘定 3,108 2,864

退職給付に係る調整累計額 1,585 1,446

その他の包括利益累計額合計 6,403 5,983

純資産合計 66,893 64,014

負債純資産合計 88,628 87,414
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

売上高 34,837 38,167

売上原価 15,063 15,780

売上総利益 19,774 22,387

販売費及び一般管理費 ※ 17,933 ※ 19,583

営業利益 1,841 2,804

営業外収益

受取利息 66 141

受取配当金 44 55

為替差益 313 －

その他 104 100

営業外収益合計 527 297

営業外費用

支払利息 4 18

為替差損 － 416

固定資産除却損 7 9

その他 13 27

営業外費用合計 25 470

経常利益 2,343 2,630

特別利益

退職給付制度改定益 432 －

特別利益合計 432 －

税金等調整前中間純利益 2,775 2,630

法人税等 905 848

中間純利益 1,870 1,782

親会社株主に帰属する中間純利益 1,870 1,782

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

中間純利益 1,870 1,782

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 642 △38

為替換算調整勘定 1,256 △243

退職給付に係る調整額 △175 △138

その他の包括利益合計 1,723 △420

中間包括利益 3,594 1,361

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 3,594 1,361

非支配株主に係る中間包括利益 － －

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 2,775 2,630

減価償却費 1,265 1,408

のれん償却額 － 135

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 448 15

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10 △13

受取利息及び受取配当金 △110 △196

支払利息 4 18

為替差損益（△は益） △173 0

退職給付制度改定益 △432 －

売上債権の増減額（△は増加） 3,203 3,251

棚卸資産の増減額（△は増加） 685 40

仕入債務の増減額（△は減少） △664 △2,440

未払金の増減額（△は減少） △81 △170

未払消費税等の増減額（△は減少） △81 2

その他 △1,883 △1,738

小計 4,946 2,944

利息及び配当金の受取額 106 210

利息の支払額 △5 △18

法人税等の支払額 △1,218 △782

法人税等の還付額 0 0

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,829 2,353

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △869 △409

定期預金の払戻による収入 900 1,771

有形固定資産の取得による支出 △228 △1,097

有形固定資産の売却による収入 14 4

無形固定資産の取得による支出 △267 △613

吸収分割による支出 － △6,436

その他 65 △89

投資活動によるキャッシュ・フロー △384 △6,869

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △21 1,403

長期借入れによる収入 － 3,000

長期借入金の返済による支出 △0 △0

自己株式の取得による支出 △334 △954

配当金の支払額 △3,992 △3,283

その他 △37 △29

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,385 135

現金及び現金同等物に係る換算差額 633 △151

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △307 △4,531

現金及び現金同等物の期首残高 19,676 20,088

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 19,368 ※ 15,557

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　当中間連結会計期間において、理想テクノロジーズ株式会社を新たに設立したため、連結の範囲に含めており

ます。

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用

しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及

適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会

計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

受取手形及び売掛金 349百万円 －百万円

支払手形及び買掛金 275　〃 －　〃

流動負債その他 7　〃 －　〃

（中間連結貸借対照表関係）

※　中間連結会計期間末日満期手形等

　中間連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が前連結会計年度末日残高に含まれて

おります。

　前中間連結会計期間
（自  2023年４月１日

　　至  2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自  2024年４月１日

　　至  2024年９月30日）

給料手当及び賞与 6,040百万円 6,355百万円

減価償却費 371　〃 409　〃

のれん償却額 －　〃 135　〃

退職給付費用 320　〃 246　〃

賞与引当金繰入額 1,385　〃 1,411　〃

研究開発費 2,117　〃 2,586　〃

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前中間連結会計期間
（自  2023年４月１日

至  2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自  2024年４月１日

至  2024年９月30日）

現金及び預金勘定 19,163百万円 15,525百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △948　〃 △129　〃

取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資（有価証券勘定）
1,153　〃 161　〃

現金及び現金同等物 19,368百万円 15,557百万円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

- 13 -



決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月27日

定時株主総会
普通株式 4,008 120 2023年３月31日 2023年６月28日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月25日

定時株主総会
普通株式 3,284 100 2024年３月31日 2024年６月26日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

　当社は、2023年５月９日開催の取締役会決議に基づき、2023年５月19日付で自己株式4,000,000株の消却

を行いました。この結果、利益剰余金及び自己株式がそれぞれ6,644百万円減少しました。また、2023年８

月１日開催の取締役会決議に基づき、自己株式144,000株の取得を行いました。この結果、自己株式が334百

万円増加し、当中間連結会計期間末において自己株式が4,650百万円となっております。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年４月１日　至2024年９月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

　当社は、当中間連結会計期間において自己株式の取得を行いました。この結果、当中間連結会計期間にお

いて自己株式が954百万円増加し、当中間連結会計期間末において自己株式が6,771百万円となっておりま

す。
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(単位：百万円）

報告セグメント

その他 調整額 合計印刷機器

事業
不動産事業 計

売上高

外部顧客への売上高 33,970 543 34,514 323 － 34,837

セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 － 0 － △0 －

計 33,970 543 34,514 323 △0 34,837

セグメント利益又は損失（△） 1,539 385 1,925 △84 － 1,841

(単位：百万円）

報告セグメント

その他 調整額 合計印刷機器

関連事業
不動産事業 計

売上高

外部顧客への売上高 37,301 521 37,822 345 － 38,167

セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 － 0 － △0 －

計 37,301 521 37,822 345 △0 38,167

セグメント利益又は損失（△） 2,665 332 2,997 △193 － 2,804

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年４月１日 至2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(注)　１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、プリントクリエイト事業

及びデジタルコミュニケーション事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の合計額は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年４月１日 至2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(注)　１．「印刷機器関連事業」には、印刷機器事業及びインクジェットヘッド事業を含んでおります。

２．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、プリントクリエイト事

業、デジタルコミュニケーション事業及びアプリケーションソフトウェア事業等を含んでおります。

３．セグメント利益又は損失（△）の合計額は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

「印刷機器関連事業」セグメントにおいて、当社が新たに設立した子会社である理想テクノロジーズ株式会

社が、東芝テック株式会社及び同社の連結子会社である株式会社テックプレシジョンが行っているインクジェ

ットヘッド事業を会社分割（吸収分割）の方法により承継したことにより、のれんを計上しております。当該

事象によるのれんの増加額は、当中間連結会計期間においては2,715百万円であります。
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取得の対価（現金） 6,750百万円

取得原価 6,750百万円

※吸収分割に係る未払金の額 314百万円

アドバイザリーに対する報酬・手数料等 162百万円

流動資産 358百万円

固定資産 4,615百万円

資産合計 4,974百万円

固定負債 938百万円

負債合計 938百万円

（企業結合等関係）

（吸収分割による事業承継）

当社は、2023年12月22日開催の取締役会において、当社が新たに設立する子会社が、東芝テック株式会社及び同

社の連結子会社である株式会社テックプレシジョンが行っているインクジェットヘッド事業を会社分割（吸収分

割）の方法により承継することを決議し、2024年４月１日付で完全子会社として理想テクノロジーズ株式会社を設

立しました。2024年４月23日開催の理想テクノロジーズ株式会社の株主総会において、東芝テック株式会社及び株

式会社テックプレシジョンとの間で吸収分割契約を締結することを決議し、当該吸収分割契約を締結いたしまし

た。

１．企業結合の概要

（1）吸収分割会社の名称及び事業の内容

吸収分割会社の名称    東芝テック株式会社及び株式会社テックプレシジョン

事業の内容            インクジェットヘッド事業

（2）企業結合を行った主な理由

本対象事業を承継することにより、当社がすでに保有するプリントシステム及びインクの技術に、新たにイ

ンクジェットヘッド技術が加わります。この総合力を発揮し、印刷機器事業の効率的な運営と製品の性能・品

質の向上を図ります。また、本対象事業が行っているインクジェットヘッドの販売を新規事業と位置づけ、新

たな成長に向けて取り組んでまいります。

（3）企業結合日

2024年７月１日

（4）企業結合の法的形式

理想テクノロジーズ株式会社を承継会社とし、東芝テック株式会社及び株式会社テックプレシジョンを分割

会社とする吸収分割方式

（5）結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

（6）取得企業を決定するに至った根拠

連結子会社として設立した理想テクノロジーズ株式会社が現金を対価として吸収分割を行ったことによるも

のであります。

２．中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2024年７月１日から2024年９月30日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．取得関連費用の内容及び金額

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

2,715百万円

（2）発生原因

主として今後の事業展開によって将来期待される超過収益力によるものであります。

（3）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

６．企業結合日に受け入れた資産及び負債
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報告セグメント
その他

（注）２
合計印刷機器

事業
不動産事業 計

日本 16,090 － 16,090 144 16,234

米州 2,745 － 2,745 100 2,845

欧州 8,176 － 8,176 38 8,214

アジア 6,958 － 6,958 40 6,999

顧客との契約から生じる収益 33,970 － 33,970 323 34,294

その他の収益 － 543 543 － 543

外部顧客への売上高 33,970 543 34,514 323 34,837

報告セグメント

その他

（注）３
合計印刷機器

関連事業

（注）２

不動産事業 計

日本 17,700 － 17,700 189 17,889

米州 3,167 － 3,167 93 3,260

欧州 8,935 － 8,935 34 8,969

アジア 7,498 － 7,498 27 7,526

顧客との契約から生じる収益 37,301 － 37,301 345 37,646

その他の収益 － 521 521 － 521

外部顧客への売上高 37,301 521 37,822 345 38,167

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

（単位：百万円）

（注）　１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。

米　州：米国

欧　州：ドイツ、イギリス、フランス

アジア：中国、タイ、韓国、インド

２．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、プリントクリエイト事業

及びデジタルコミュニケーション事業を含んでおります。

当中間連結会計期間（自2024年４月１日　至2024年９月30日）

（単位：百万円）

（注）　１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。

米　州：米国

欧　州：ドイツ、イギリス、フランス

アジア：中国、タイ、韓国、インド

２．「印刷機器関連事業」には、印刷機器事業及びインクジェットヘッド事業を含んでおります。

３．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、プリントクリエイト事

業、デジタルコミュニケーション事業及びアプリケーションソフトウェア事業等を含んでおります。
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前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 56円04銭 54円46銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益金額

（百万円）
1,870 1,782

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純

利益金額（百万円）
1,870 1,782

普通株式の期中平均株式数（千株） 33,381 32,727

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

Ⅰ　自己株式の取得

　当社は、2024年11月１日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議しました。

　自己株式の取得に関する事項は、次のとおりであります。

１．理由

　　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行及び株主への利益還元のため

２．取得対象株式の種類

　　当社普通株式

３．取得し得る株式の総数

　　230,000株

４．取得価額の総額

　　700,000,000円

５．取得期間

　　2024年11月18日から2024年12月23日まで

６．取得方法

　　東京証券取引所における市場買付

Ⅱ　株式分割

　当社は、2024年11月１日開催の取締役会において、株式分割を行うことを決議しました。

　株式分割に関する事項は、次のとおりであります。

１．株式分割の目的

　　当社株式の流動性向上を図るため、株式分割を行うものです。

２．株式分割の概要

　（１）分割の方法

　　　　2024年12月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記録された株主の所有する株式を、１株につき

　　　２株の割合をもって分割します。

　（２）分割により増加する株式数

　　　　株式分割前の発行済株式総数　　： 36,000,000株
　　　　今回の増加により増加する株式数： 36,000,000株
　　　　株式分割後の発行済株式総数　　： 72,000,000株
　　　　株式分割後の発行可能株式総数　：271,360,000株

３．株式分割の日程

　（１）基準日公告予定日：2024年12月13日

　（２）基準日　　　　　：2024年12月31日

　（３）効力発生日　　　：2025年１月１日
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前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間

（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益金額（円） 28.02 27.23

４．１株当たり情報に及ぼす影響

　　当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の前中間連結会計期間及び当中間連結会計

　期間における１株当たり情報はそれぞれ以下のとおりとなります。

　（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

　　　ん。

Ⅲ　連結子会社における構造改革の実施

当社グループは、連結子会社である理想（中国）科学工業有限公司の構造改革実施を決定しました。

１．目的

理想（中国）科学工業有限公司の利益体質強化。

２．構造改革の実施概要

成長を持続し効率的に運営するため、組織の再編とスリム化を実施し、利益体質の強化を図ります。具体的

には、理想（中国）科学工業有限公司の人員削減を実施するとともに、事務所25拠点の組織再編を実行しま

す。

３．今後の見通し

理想（中国）科学工業有限公司の構造改革実施に伴う一時費用として、2025年３月期に特別損失約500百万

円の計上を見込んでおります。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年11月12日

理想科学工業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 森本　泰行

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 稲垣　吉登

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている理想科学工業株

式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、理想科学工業株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め



　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
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１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長 社長執行役員 羽山 明は、当社の第71期中（自2024年４月１日　至2024年９月30日）の半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


